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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、インドネシア共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、技

術協力プロジェクト「マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画」を、2009年10月から3.5年間

の予定で実施してきました。 

この度、プロジェクトの協力期間の終了を2013年4月に控え、当機構は、2012年11月29日から12

月19日までの間、農村開発部参事役の角田幸司を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、

インドネシア共和国側評価チームと合同で、これまでの活動実績などについて総合的評価を行い

ました。これらの評価結果は、日本・インドネシア共和国双方の評価チームによる討議を経て合

同評価報告書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団によるインドネシア共和国政府関係者との協議及び評価調査結果などを

取りまとめたものであり、日本・インドネシア共和国両国の親善、及び関連する国際協力の推進

に広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、厚く御礼を

申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお願いする次第です。 

 
 平成26年1月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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調査対象地位置図 
 

プロジェクトサイト 

病害虫予察センター(PFI)

(西ジャワ州、カラワン県、

ジャティサリ市) 



 

写     真 
 

  
蒸熱処理（VHT）ラボ（PFI） 技術報告作成に係わるセミナー（PFI） 

  
蒸熱処理(VHT）設備（PFI） マンゴー果実と温度センサー（PFI） 

  
ミバエの累代飼育（PFI） ミバエの累代飼育（PFI） 

 

 

殺虫試験後の果実の切開作業（PFI） 殺虫試験の確認作業（PFI） 
  



 

 

略 語 表 

略語 正式名 日本語 

AAQ Agency for Agricultural Quarantine 農業検疫庁 

ACIAR 
Australian Center for International Agricultural 
Research 

オーストラリア国際農業研究センタ

ー 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

CPQ Center for Plant Quarantine 植物検疫センター 

DGFC Directorate General of Food Crops 食用作物総局 

DGH Directorate General of Horticulture 園芸総局 

DHCP Directorate of Horticulture Crop Protection 園芸作物保護部 

GOI The Government of Indonesia インドネシア政府 

GOJ The Government of Japan 日本国政府 

IDR Indonesian Rupiah インドネシアルピア 

IJEPA Indonesia Japan Economic Partnership Agreement 日本・インドネシア経済連携協定 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JPY Japanese Yen 日本円 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MAFF Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 農林水産省 

MOA Ministry of Agriculture 農業省 

NPPO National Plant Protection Organization 国際植物保護機関 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PFI Pest Forecasting Institute 病害虫予察センター 

PMU Project Management Unit プロジェクト・マネジメント・ユニット

PO Plan of Operation 活動計画表 

PRA Pest Risk Analysis 病害虫危険度解析 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SPS Sanitary and Phytosanitary Measures 衛生植物検疫措置（SPS協定）1 

VHT Vapor Heat Treatment 蒸熱処理 
 
                                                        
1 衛生植物検疫措置に関する協定。同協定は、WTO協定の設立と同時に発効したもので、食品安全と、動植物の健康のための

規制の適用に関するもの。本協定においては、国内外の食品や動植物の衛生に関する国際的な基準や指針、勧告の使用が推

奨されるが、科学的根拠に基づく加盟国独自のより高い基準を定めることが可能。 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：農村開発部農村開発第一

グループ 協力金額（調査時点）：約2.9億円 

先方関係機関：農業省園芸総局 農業省食用作物総局

農業省農業検疫庁 

日本側協力機関：農林水産省 

協力期間： 
（R/D）：2009年10月16日～ 
  2013年4月15日（3.5年間） 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

マンゴーはインドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）にとって重要な輸出果物で

あるが、総生産量210万tのうち、輸出量はわずか0.1％にも満たない（2011年）。 
マンゴーの輸出は中東や東アジア諸国を中心に増加傾向にあるものの、同国には、マンゴー

に寄生する複数種のミバエが存在することが知られており､輸出が可能なのはミバエ類が寄生

するマンゴーを植物検疫の対象としない国に限られている。 
この課題を解決し、日本を含めた海外の市場への輸出を増加させるために、インドネシア政

府はわが国に対し､蒸熱処理（Vapor Heat Treatment：VHT）技術を利用したミバエ類殺虫に関す

る技術協力を依頼し、2009年10月に討議議事録（Record of Discussion：R/D）の署名に至った。

国際協力機構（JICA）は同年10月から「マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画（以下、

「本プロジェクト」）」を開始し、2013年4月まで3.5年間の予定で協力を実施中である。 
なお、本プロジェクトは日本・インドネシア経済連携協定（Indonesia Japan Economic Partnership 

Agreement：IJEPA）の署名（2007年8月）の際、共同声明文の別添文書に対象プロジェクトとし

て記載された協力案件である。 
 
１－２ 協力内容 

プロジェクト概要：本プロジェクトは、ミバエ類の実験室における飼育技術、VHTによる消

毒方法、試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムの構築・管理に係る能力向

上を支援し、VHT技術を利用したマンゴー生果実におけるミバエ類の消毒技術の確立を図るも

のである。 
 （1）上位目標：他の熱帯性果実について、ミバエ類に対するVHTによる消毒技術が確立され

る。 
 
 （2）プロジェクト目標：マンゴー生果実（ゲドン）について、ミバエ類に対するVHTによる

消毒技術が確立される。 
 
 （3）成果 

1．供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関するカウンターパート（Counterpart：C/P）
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の能力が向上する。 
2．供試ミバエ類のVHTによる消毒に係るC/Pの能力が向上する。 
3．試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムが構築される。 

 
 （4）投入（評価時点） 

①日本側：総投入額2.9億円 
専門家派遣：延べ14名（長期専門家2名、短期専門家12名） 
機材供与：約1.17億円 ローカルコスト負担：約3,550万円（2012年度分を含む計画値）

②インドネシア側 
C/P人材の配置：15名 
土地・施設提供（専門家執務室、VHTラボなど） 
プロジェクト運営費：C/P給与、水道・光熱費など 

 

２．終了時評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

日本側 総括 角田 幸司 JICA農村開発部 参事役 

植物検疫行政 鈴木 学 
農林水産省消費・安全局 植物防疫課 課長

補佐 

植物検疫技術 柴田 信幸 
農林水産省消費・安全局 植物防疫課 生産

安全専門職 

計画管理 山根 誠 JICA農村開発部 水田地帯第一課 企画役 

 

評価分析 東野 英昭 
㈱レックス・インターナショナル シニアコ

ンサルタント 

総括 
Ms. Anastasia 
Promosiana 

農業省園芸総局 評価課 課長 

団員 
Mr. Turhadi 
Noerachman 

農業省農業検疫庁 植物産品輸出課 

団員 Ms. Rasmi 農業省計画局モニタリング・評価課 

団員 
Ms. Priliani 
Setiyaningsih 

農業省国際協力センター アジア太平洋局 

団員 Mr. Deni Satriaman 農業省園芸総局 評価課 職員 

イ ン ド ネ

シア側 

団員 
Ms. Sindha Cahya 
Wardhani 

農業省園芸総局 計画課 職員 

調査期間 2012年11月29日～12月19日 調査種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の概要 

 （1）プロジェクト目標の達成状況：プロジェクト目標は達成された。 
プロジェクト目標：マンゴー生果実（ゲドン）について、ミバエ類に対するVHTによる
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消毒技術が確立される。 
 

指 標 

指標：3万頭以上の大規模殺虫試験で、すべての対象ミバエ類のなかで最も熱耐性のあるステ

ージにおいて、供試果実に重大な障害を起こさずに供試ミバエ類を完全消毒する基準が確立

される。 

 
 2012年11月から12月にかけて、すべての対象ミバエ類のなかで最も熱耐性のあるステージ

であるB. papayaeの成熟卵の大規模殺虫試験が実施され、以下の表に示すように3万頭以上の

殺虫頭数（殺虫率100％）を達成した。また、VHTによる供試果実の熱障害については、果肉

に､重大な障害はみられず、供試ミバエ類の完全消毒の基準が確立された。 
 

コントロール 
蒸熱処理（47度/ホールディング

タイム30分） 
No. 実施時期 試験条件 

果実数 生存数 果実数
推定 

殺虫頭数 
生存数 

殺虫率

（％）

1. ’12.11.22 ハーフロード  30  3,332  75  8,330 0 100 

2. ’12.11.23 ハーフロード  30  3,545  75  8,862 0 100 

3. ’12.12.3 フルロード  30  3,633 100 12,110 0 100 

4. ’12.12.7 フルロード  30  3,422 100 11,406 0 100 

合計 120 13,932 350 40,708 0 100 
 

 

 
 （2）成果の達成状況 

1：達成された。 
指標1-1 C/Pが採卵器により効率的にミバエ類の卵を採取できる。 

2010年3月のバイオトロンの導入、採卵器の改良により、飼育3種ミバエ（B. carambolae、
B. papayae、and B.cucurbitae）とも、計画どおりの採卵ができるようになった。 

指標1-2 C/Pが実験計画に従って、それぞれのミバエ類の幼虫を人工飼育できる。 
バイオトロンの導入、人工飼料の材料の変更、飼育容器の標準化などによりC/Pはミバ

エ類の幼虫を実験計画に従って効率的に飼育できるようになった。 
指標1-3 C/Pが実験室で供試ミバエ類を成虫6,000頭規模で累代飼育できる。 

バイオトロンの導入、使いやすい飼育ケージの標準化、飼育スケジュールの策定、成

虫の人工飼料の改良、給餌・給水方法の改善により、成虫6,000頭以上の飼育が可能とな

った。 
 
 



 

iv 

2：達成された。 
指標2-1 C/Pが適切にVHT機器を操作できる。 

2010年3月に病害虫予察センター（Pest Forecasting Institute：PFI）にVHT機器が設置さ

れ、さまざまな試験が行えるようになった。以来、C/PはVHT機器の操作について継続し

て学び、知識を習得してきた。VHT機器操作を主担当とするC/Pは、既に独力で固定モー

ドやプログラムモードでの殺虫試験を実施しており、時には、独力で調査項目を設定し

VHT機器を運転するようになっている。 
プロジェクトの前半で活動の進捗を妨げることとなった設備関係のトラブル（VHT機

器の設置の遅れ）や､電源関係のトラブル（発電機、ウォーターバスなど）は、ほぼ解決

されているが、今後、C/Pが独力でラボの運営をしていくため、VHT機器の点検や修理時

の日本メーカーとの連絡を円滑に行うため、関連情報の取りまとめ指導が必要となって

いる。 
指標2-2 C/Pがすべての対象ミバエ類のなかで最耐性ステージを決定できる。 

対象ミバエ類の最耐性種の決定は、試供マンゴーの確保の遅れなどから作業が延滞し

ていたが、活動を促進するために2012年3月から7月までの間、2名の日本人短期専門家が

追加派遣された。 
C/Pは専門家の指導の下で温湯浸漬試験を実施し、対象ミバエ類のなかで最耐性種（B. 

papayae）を決定した。 
指標2-3 C/Pがすべての対象ミバエ類のなかでの最耐性ステージにおける完全消毒条件を

決定できる。 
2012年3月から7月までの日本人短期専門家2名の追加派遣によって熱感受性試験を実

施し、B. papayaeの成熟卵が最耐性ステージであることが判明した。この結果に基づき、

C/Pは2012年10月に完全消毒条件を設定するための数回の小規模殺虫試験を実施した。結

果として（果実の中心温度：47度、ホールディングタイム：30分など）の条件が定めら

れた。 
指標2-4 C/Pが適切なVHT方法により果実の熱障害を回避できる。 

終了時評価時点で、C/Pはさまざまな条件を設定し、熱障害を回避するための最適な条

件を検討中である。 
 

3：プロジェクト終了までに達成される見込み。 
指標3-1 ミバエ飼育及びVHT試験を含むすべてのデータが蓄積される。 

ミバエ飼育データ、試験データについてその都度、集積され蓄積されつつある。なお、

試験データは共用のパソコン内に整理、保存し、紙データはファイリングするよう専門

家が指導中である。 
指標3-2 ミバエ飼育及びVHT試験の各段階についてのマニュアルが取りまとめられる。 

ミバエ飼育マニュアル、VHT機器使用マニュアルが2012年11月に完成した。他のマニ

ュアルについては現在作成中。 
指標3-3 分析されたデータが報告書として取りまとめられる。 

熱感受性試験や小規模殺虫試験データなど取りまとめ分析中。大規模殺虫試験の結果
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なども引き続き取りまとめ、2012年12月から派遣されている短期専門家の指導などを経

て報告書を作成する予定。 
 
３－２ 終了時評価評価結果の要約 

 評価5項目に基づく評価結果は以下のとおり。 
 （1）妥当性：高い 

インドネシア政府の農業セクター開発政策（国家中期開発計画2010～2014年）、園芸作物

及び植物検疫に係る戦略や方針（園芸作物開発計画2010～2014年）に大きな変更はなく、

本プロジェクトの方向性は日本の協力政策にも沿っていることが確認された。また、プロ

ジェクト実施機関は、園芸作物の品質管理政策の施行、動植物検疫、病害虫予察において

重要な役割を果たしており、園芸作物の国際市場へのアクセス向上のため、本プロジェク

トの対象技術を必要としており、本プロジェクトは受益者ニーズに対する適切な対応であ

ったといえる。さらに、わが国はミバエ類の消毒技術（特にVHT技術）に関して先進的な

技術を有し、他国における類似協力の実施経験の点からも当該分野の支援に優位性がある。

 
 （2）有効性：高い 

本プロジェクトはVHT消毒技術の確立をめざすものであり、ミバエ飼育、消毒技術、デ

ータシステム構築の向上をめざす各成果の発現からプロジェクト目標の達成に至るまでの

論理性は確保されている。終了時評価の時点で、供試果実に重大な障害を起こさずに3万頭

以上の大規模殺虫試験を完了し、プロジェクト目標の指標の達成が確認された。 
 
 （3）効率性：中～高い 

日本・インドネシア国側双方の投入は、全体としては、質、量、タイミングの点で適切

であると判断され、特に、短期専門家の投入に関しては、インドネシアにおけるマンゴー

の収穫時期に合わせ、毎年当該時期に絞ってシャトル派遣することで、現地で必要とされ

る技術を段階的かつ集中的に移転する形をとったことに加え、適宜、短期専門家の追加派

遣を行うなど、柔軟な対応を行ったことにより、効率的な投入が行われたと判断される。

一方、プロジェクト前半において、インドネシア側C/Pは配置が当初計画を下回ったことで

活動の一部に進捗の一時的な遅れが発生し、効率性を低下させる要因となった。 
 
 （4）インパクト：正のインパクトが認められる 

VHT殺虫技術の導入と応用はインドネシアにとって初めての試みであるが、プロジェクト

で対象としたマンゴー以外の果実として、多くの果実への応用が可能である。インドネシ

ア側C/Pは、VHTによるマンゴーミバエの殺虫技術を十分に習得しており、VHTによる殺虫

技術の適用を通じて、マンゴーのみならず、他の熱帯果実についても国際市場への参入が

可能となった時は、経済的なインパクトが期待される。ひとたびVHT殺虫技術の基準が確

立されれば、国際市場への参入による事業の拡大が期待されるため、多くの果実貿易業者

がこの技術に興味を示し、導入することとなろう。 
上位目標達成に向けた課題は、インドネシア政府の意志決定と行政手続きである。輸入
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解禁のための技術報告書の提出に至るプロセスは、厳格な審査を重ねるために通常数年間

かかることから、上位目標が期待される期間内に達成されるかどうかは、いかに速やかか

つ円滑に、インドネシア側がこれらの手続きを進めていけるかどうかにかかっている。 
 

 （5）持続性：中程度 
VHTラボに配置されたインドネシア側C/Pが徐々に技術的な能力を向上させ、ミバエの累

代飼育、VHT殺虫試験、並びにVHT機器の維持管理に必要な知識と技能を習得しており、

技術面では今後の能力向上が期待できる。また、政策面では農産物の輸出促進の一環とし

て、園芸作物の品質管理と植物検疫は、現状のインドネシアの政策において高い優先度を

与えられている。一方、本プロジェクトの実施機関である園芸総局（Directorate General of 
Horticulture：DGH）、農業検疫庁（Agency for Agricultural Quarantine：AAQ）及び食用作物

総局（Directorate General of Food Crops：DCFC）/PFIについて、中央政府レベルでの組織間

連携に課題を抱えており、3者のうち、どの機関がプロジェクト活動の継続を主導していく

かについて、明確な将来像が示されていない。また、財政面では、評価調査団は、インド

ネシア政府がこれまでプロジェクト活動に必要な活動経費を負担してきたことを確認して

いる。2013年については、DGHがプロジェクト活動に必要な予算要求案として9億インド

ネシアルピア（Indonesian Rupiah：IDR）を策定したが、現在のところ、承認された予算の

額は5.22億IDRである（※）。DGHは、VHT機器の故障やスペアパーツの購入が必要となった

場合には、DGHに配賦された他予算費目からの流用で対応する用意があるとしている。 
    （※）2013年度の実績として約10億IDRの予算が配賦された（2014年1月確認）。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 
特になし。 

 
 （2）実施プロセスに関すること 

1）短期専門家の継続派遣 
日本人短期専門家は、これまでのプロジェクト期間中、同じメンバーがシャトル方式

で派遣されてきた。これにより、円滑なプロジェクト活動の実施と技術移転が可能とな

った。また、インドネシア側C/Pとの良好な関係の構築にも貢献したと考えられる。 
2）インドネシア側の活動費確保 

インドネシア側は、R/Dに記述されたとおり、プロジェクトの活動経費の確保に努力

をしてきており、供試マンゴー果実の購入、VHTラボの光熱費など、必要な経費を継続

して負担してきている。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 
特になし。 
 



 

vii 

 （2）実施プロセスに関すること 
1）供試マンゴー果実の質・量（プロジェクト前半） 

プロジェクト前半では、購入された供試マンゴー果実は、指定サイズ（250～300g）や

質を満たしていないものが多く、ミバエが寄生したものや、栄養障害が認められるもの

も含まれていた。この問題は、中間レビュー調査時点でも指摘され、プロジェクトの後

半では改善されている。しかし、不適切な供試果実のために、プロジェクト前半、試験

結果の信頼性、輸出条件との乖離などの面で、プロジェクト活動の進捗を妨げたことは

否定できない。 
2）資機材の設置遅れと不具合 

プロジェクトの前半では、VHT機器のPFIへの設置の遅れと、電源関係（発電機）や温

浴槽などの不具合により円滑な活動が妨げられた。これらの問題のほとんどは、現在ま

でに対応がなされている。しかし、現在でも、VHT設備の純水（脱イオン）カートリッ

ジの警告表示の問題（本来の交換時期以前に交換警告が表示される）などが未解決であ

る。設備の適切な維持管理のために引き続き注意と迅速な対応が必要である。 
3）インドネシア側実施機関の連携の不足 

プロジェクトの前半では、インドネシア側実施機関の連携不足が目立ち、プロジェク

トの円滑な進捗が妨げられた。 
 
３－５ 結論 

合同終了時評価調査団（以下、「評価調査団」と記す）は、現地視察、関係者へのインタビュ

ー並びに一連の協議などを通じて、評価5項目によるプロジェクトの評価を行った。妥当性、有

効性、効率性の評価は期待されるレベルのものであり、技術面でのインパクトも確認すること

ができた。他方、持続性については、中央政府レベルでの組織間連携に課題が認められた。以

上から、プロジェクト目標はプロジェクト期間中に達成される見込みであり、R/Dに記載され

た当初計画どおり2013年4月をもって終了すべきであると結論する。 
 

３－６ 提言（詳細は報告書第6章） 

３－６－１ 即時の対応を要する項目 
 （1）プロジェクトに対する提言 

1）資機材の維持管理体制 
プロジェクトは、インドネシア側C/Pが独力でラボの資機材の運営・維持管理を行える

ように、スペアパーツの調達方法や、日本の製造業者とのコンタクト方法を含め、必要

な情報をプロジェクトの終了時までに取りまとめること。 
2）中間レビュー調査時の提言に対する対応 

プロジェクトは、中間レビュー調査時になされた提言のうち、対応が未了となってい

る「適切なミバエの人工飼料の探索」及び「業務従事証明書の発行」についての対応を

行うこと。 
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 （2）インドネシア国側に対する提言 
1）プロジェクト・マネジメント・ユニット（PMU）の検討 

DGH、AAQ、PFIから成るプロジェクト・マネジメント・ユニット（Project Management 
Unit：PMU）の組織体制は、中間レビュー調査時の提言に対応して見直しがなされてい

る。インドネシア側は、プロジェクト活動の円滑な遂行と持続性のために、プロジェク

ト協力期間の終了までに、プロジェクト活動に関連するすべての組織が担当する業務内

容と責任範囲を明記したPMUの組織図作成を行うべきである。これに伴い、インドネシ

ア政府は､農業省大臣による大臣令を発令し、PMU組織に法的な根拠を与えること。 
また、実施機関の間で定期的な会合を開催し、各組織の役割が的確に行われているか

確認を行うこと。 
2）技術報告書作成チームの設置 

技術報告書作成活動（試験データに基づく報告書の作成）は2012年12月から実施され、

2013年3月まで行われる予定である。本活動は、これまでのプロジェクト活動の集大成と

位置づけられるものであり、すべてのプロジェクト関係者が参加し､担当事項についての

責任を果たすことが望ましい。よって、評価調査団はPMUに対し、速やかに技術報告書

作成チームを組織することを提言する。チームの中心メンバーは、隔週ベースで技術報

告書作成の担当者と定期会合をもち、進捗の確認を行うこと。 
3）VHT殺虫技術のマンゴー（ゲドン品種）以外への適用 

上位目標に示されるように、VHT殺虫技術を他の熱帯果実にも適用し確立するために、

GDHは対象の果実を具体的に定め、将来のVHT機器の維持管理予算案も含めた活動計画

案を策定するべきこと。 
4）検疫手続きの着実な進捗 

AAQはインドネシアの国際植物保護機関（National Plant Protection Organization：NPPO）

として、輸出対象国のNPPOとの間で、植物検疫の輸入解禁に必要な協議の実施を促進す

べきである。また、同時に、関連組織との間の最新の情報交換を行うこと。 
 
３－６－２ 協力期間終了後の対応を要する項目 
 （1）インドネシア側に対する提言 

1）将来の輸出を想定したマンゴーの品質管理及び食品安全管理 
将来のマンゴーの輸入解禁に備えるために、GDHに対し、栄養障害のない高品質のマ

ンゴーの生産のための指導を、生産者に対して行うことを提言する。GDHは、また、関

連する部署と協働し、輸出対象国の残留農薬（化学物質）の要求・基準を満たせるマン

ゴーの生産体制を整えること。 
2）C/Pの技術レベルの維持 

GDH、AAQ、PFIは、C/Pがプロジェクトの実施を通じて、日本人専門家から学んださ

まざまな試験のための技能や技術のレベルを維持できるように、プロジェクトのチーフ

C/Pの指導の下、C/P間の研修プログラムや技術研究を実施すること。 
3）殺虫技術の輸出業者へのガイダンス 

GDH、AAQ、PFIは商業目的のVHT技術による殺虫が適切に行われるよう、輸出業者
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の問い合わせに対応するためのVHT殺虫プロセスの管理・技術ガイドラインを協力して

作成すること。 
 
３－７ 教訓 

責任と権限を明確にした実施体制の構築 
本プロジェクトの実施体制として、農業省内のDGH、DGFC/PFI、AAQという並列関係にあ

る3機関が実施機関であったことから、輸出検疫方針やC/Pの配置をはじめとするプロジェクト

の方針策定において各機関の意見調整に多大な労力を費やすこととなあった。現場レベルでは

チーフC/Pを任命し各C/Pの責任所在を明確化することで、改善されたが、中央政府レベルでは

縦割り行政体制に起因する各機関の調整はプロジェクト終了まで課題を残すこととなった。こ

のように複数の実施機関によるプロジェクトの実施体制を構築する際には、実施検討時におけ

る各機関の責任と権限を明確にした実施体制の構築と明文化が重要であり、こうした体制の下

で、適時の意志決定が行われ、プロジェクトの活動が円滑に行えるものと思料する。 
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Summary of Evaluation Results  
1． Outline of the Project 

Country: The Republic of Indonesia The Project for Standardization and Quality Control for 
Horticulture Products of Indonesia  (Improvement of Thermal 
Treatment against Fruit Flies on Fresh Mango) 

Sector: Agriculture and Rural 
Development 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: Rural Development 
Department,  

Total Cost (at the time of evaluation): Approximately, 2.9 million 
yen. 

 Partner Country's Implementation Organization:  Directorate 
General of Horticulture (DGH), Ministry of Agriculture (MOA) 
 Agency for Agricultural Quarantine (AAQ), Ministry of 
Agriculture (MOA) 
 Pest Forecast Institute (PFI), Directorate of Food Crops, 
Ministry of Agriculture (MOA) 

Period of Cooperation(R/D): October 
16, 2009-April 15, 2013 (3.5 years) 

Supporting Organization in Japan: Ministry of Agriculture, 
Forestry and Fisheries 

1-1 Background of the Project 
 
Despite the great potential of Mango as one of the major fruits for export from Indonesia, less than 0.1 
percent of its total production (2.1 million tons) was actually exported in 2011. Although an increasing 
amount of mangoes has been exported from Indonesia to markets in the Middle East and East Asian 
countries, due to the existence of various types of fruit flies attacking mangoes produced in Indonesia, they 
can access only to the countries that do not impose any quarantine requirements on the fruit infested with 
those flies. 
 
In order to address the issue and thereby further increase export of mangoes to overseas markets including 
Japan, the Government of the Republic of Indonesia requested the Government of Japan to provide 
assistance in terms of disinfestation techniques by vapor heat treatment (VHT) against fruit flies on fresh 
mango.  
 
As a result, since October 2009, the Government of Indonesia has been implementing the Project for 
Standardization and Quality Control for Horticulture Products of Indonesia (Improvement of Thermal 
Treatment against Fruit Flies on Fresh Mango) (hereinafter referred to "the Project") in cooperation with 
Japan International Cooperation Agency (JICA) for expected cooperation period of 3.5 years.  

1-2 Project Overview 
This Project aims to establish the disinfestation techniques against fruit flies on fresh mango by 
strengthening capacity of counterparts on rearing test fruit flies in laboratory, disinfestation techniques by 
vapor heat treatment (VHT) and building data system which stores examination data and analysis results.     
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(1) Overall Goal; The disinfestation techniques by VHT against fruit flies on other tropical fruits are 
established.  
(2) Project Purpose: The disinfestation technique by VHT against fruit flies on fresh mango, Gedong 
variety, is established. 
(3) Output: 
Output 1: The capacity of counterparts to rear test fruit flies successively in laboratory is improved. 
Output 2: The capacity of counterparts to disinfest test fruit flies by VHT is improved. 
Output 3: The data system which stores examination data and analysis results is established. 
(4) Inputs (at the time of review (2012.12)) 
Japanese Side: Total amount 2.9 million yen 

Dispatch of Long-term Experts:2 Short-term Experts:12 
Provision of Equipment：Approximately 117.4 million yen.  

Local Cost: Approximately 35.5 million yen (including the planned budget of 2012) 
Indonesian Side 

Allocation of CPs：15  
Office space for the Japanese experts in PFI; utilization of facilities in PFI, land for new VHT laboratory 
building, etc. 
Salaries of CPs, utilities (water, electricity and telephone charges), purchase of test mangoes, meeting 
arrangement, etc. were born by the Indonesia side. 

2． Final Evaluation Team 

 
Members of 
the Joint 
Evaluation 
Team  

(1) Mr. Koji SUMIDA (Leader),  Senior 
Advisor to the Director General, Rural 
Development Department, Japan 
International Cooperation Agency 
(2) Mr. Manabu SUZUKI (Plant 
Quarantine Administration), Deputy 
Director, Plant Protection Division, Food 
Safety and Consumer Affairs Bureau, 
MAFF, Japan  
(3) Mr. Nobuyuki SHIBATA (Plant 
Quarantine Techniques), Section Chief, 
Plant Protection Division, Food Safety and 
Consumer Affairs Bureau, MAFF, Japan  
(4) Mr. Makoto YAMANE (Planning and 
Management), Advisor, Paddy Field Based 
Farming Area Division I, Rural 
Development Group I, Rural Development 
Department, Japan International 
Cooperation Agency 

(1) Ms. Anastasia Promosiana (Leader), 
Head of the Evaluation and Reporting 
Division, DGH, MOA 
(2) Mr. Turhadi Noerachman (Member), 
Head of Sub-directorate for Export and Non 
Seedling Area, Center of Quarantine for Plant 
and Vegetable Security  
(3) Ms. Rasmi (Member) 
Planning Bureau, Monitoring and Evaluation 
Division, MOA 
(4) Ms. Priliani Setiyaningsih (Member) 
Division Staff, Sub-directorate for Asia and 
Pacific, Center for International Cooperation 
(5) Mr. Deni Satriaman(Member) 
Division Staff, Evaluation and Reporting, 
DGH, MOA 
(6) Ms. Sindha Cahya Wardhani (Member) 
Division Staff, Planning, DGH, MOA 
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(5) Dr. Hideaki HIGASHINO 
(Evaluation Analysis), Senior Consultant, 
RECS International Inc. 

Period of 
Review 

November 29 to December 19, 2012  Type of Evaluation: Final Evaluation 

3．Results of Review 

3-1 Project Performances 
(1) Achievement of Project Purpose: Achieved.  
Project Purpose: [The disinfestation technique by VHT against fruit flies on fresh mango, Gedong variety, 
is established.] 
 
Indicator: The VHT standard for complete disinfestation of test fruit flies without critical damage to test 
fruits is established for the most heat tolerant stage among all the target species in large-scale mortality 
tests of more than 30,000 flies. 
 
Large-scale mortality tests were conducted in November and December 2012 for the most heat tolerant stage 
among all the target species (matured eggs of B. papayae). As a result, more than 30,000 flies were 
disinfested with mortality rate 100% as summarized in the table below.  
  

Status of Achievements 

 

Control Treatment at 47.0ºC for 30min 

No. Date 
Load 
factor 

No. of 
fruit 

No. of 
survivor 

No. of 
fruit 

No. of 
estimated  
insect 

No. of 
survivor 

Mortality 
(%) 

1. 
Nov.22, 
2012 

Half- 
Load 

30 3,332 75 8,330 0 100 

2. 
Nov.23, 
2012 

Half- 
Load 

30 3,545 75 8,862 0 100 

3. 
Nov.30, 
2012 

Full- 
Load 

30 3,633 100 12,110 0 100 

4. 
Dec.7, 
2012 

Full- 
Load 

30 3,422 100 11,406 0 100 

Total 120 13,932 350 40,708 0 100 

 
(2) Achievement of Output2) Summary of Outputs Achievements 

Output 1:  The capacity of counterparts to rear test fruit flies successively in laboratory is improved. : 
Achieved. 
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Indicator 1-1: Counterparts can collect eggs of fruit flies with the egging device effectively.dicator 
1-1: Counterparts can collect eggs of fruit flies with the egging device effectively.  
After introduction of Biotron in March 2010 and improvement of egging devices, CPs became able to collect 
eggs of rearing three species (B. carambolae, B. papayae, and B.cucurbitae) as scheduled. 
 
Indicator 1-2: Counterparts can rear the larvae artificially in each species according to the 
examination schedule. 
CPs became able to rear larvae of each species according to the examination schedule, by modification of 
ingredients of artificial diet and standardization of size of rearing cage. 
 
Indicator 1-3: Counterparts can rear about 6,000 adult flies successively in each species in laboratory. 
In addition to the introduction of Biotron, countermeasures such as standardization of size of rearing cage, 
preparation of rearing schedule, improvement of adult fly bait and change of the way of supplying bait and 
water for adult flies, were made. As a result, CPs became able to rear more than 6,000 adult flies of each 
species successively in laboratory. 
 
Output 2:  The capacity of counterparts to disinfest test fruit flies by VHT is improved. : Achieved. 
Indicator 2-1: Counterparts can operate the VHT equipment properly. 
 In March 2010, VHT equipment was installed at PFI and the Project started to operate the equipment for 
various testing. Since then, CPs have been learning the operation, and the CP in charge are able to operate 
VHT independently at both the fixed and program modes for mortality test. Sometimes CPs operate VHT to 
conduct tests on their own decision. In the first half of the Project, delay of installation of VHT equipment at 
the project site, and electrical power supply troubles associated with generator, water bath, and so forth, 
prevented smooth implementation of the project activities. It is necessary for CPs to be able to contact VHT 
manufacturer, Sanshu Sangyo Co., Ltd in Japan for the machine maintenance and minor repair work by 
themselves before the end of the cooperation period. 
 
Indicator 2-2: Counterpart can determine the most tolerant species among all the target species.  
In order to accelerate the progress of the activities to decide the most tolerant species, 2 short-term experts 
were dispatched from March 2012 to July 2012. With the assistance of the experts, CPs conducted a series of 
hot water dipping test and determined B. papayae as the most heat tolerant species among three fruit flies. 
 
Indicator 2-3:  Counterparts can determine the conditions of complete disinfestations for the most 
heat tolerant stage among all the target species. 
Due to the delay of the activities to conditions of complete disinfestation for the most heat tolerant stage 
among the target species, 2 short-term Japanese experts dispatched from March 2012 to July 2012 assisted 
CPs to conduct susceptibility test and the matured eggs was determined as the most heat tolerant stage of the 
B. papayae. Based on the result, CPs conducted several small-scale tests to determine the conditions of 
complete disinfestations in October 2012, and the conditions (temperature of the center of the fruit: 47 ℃, 
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holding time: 30 minutes, etc.) were decided. 
 
Indicator 2-4: Counterparts can avoid heat injury by appropriate methods of VHT. 
At the time of the Terminal Evaluation, CPs conducted the result of heat injury tests as conducted with 
various conditions, and will determine the appropriate conditions to avoid heat injury through those tests and 
observations. 
 
Output 3: The data system which stores examination data and analysis results is established. :To be 
achieved by an end of the Project. 
Indicator3-1: All the data including fruit fly rearing and disinfestation tests are stored.  
The data including fruit fly rearing and disinfestation tests has been collected on each occasion and under 
accumulation. 
 
Indicator3-2: Manuals for each process are prepared. 
Fruit fly rearing manual and VHT operation manual were compiled in November 2012. Other manuals are 
also under preparation with Japanese experts' assistance. 
 
Indicator3-3: Analyzed data is compiled into a report. 
Tests data such as dipping tests, susceptibility tests, and small-scale mortality tests are being compiled by 
CPs. In addition to these, large-scale test data will also be compiled into a report with assistance of the 
Japanese short-term expert dispatched in December 2012 and to stay in Indonesia until March 2013. 
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1） Relevance ：High 
The direction of the Project is in line with the national priorities of GOI. The Project has been consistent 
with the Indonesian policies, as there has not been any major change in National Strategy and 
Medium-Term Development Plan (2010-2014) in the field of horticulture, plant quarantine as well as 
Japanese cooperation policy.  All the related agencies, DGH, AAQ and PFI, as the implementing 
organization of the Project, play important roles in Indonesia to produce good quality of horticultural crops, 
carry out plant quarantine and conduct pest control, and, thus, need to promote their staff's capacity 
building. The Team confirmed that all the CPs highly appreciate and are satisfied with the Project activities. 
Thus, the Project is evaluated as an appropriate response to the needs of the beneficiaries.  
 

（2） Effectiveness ：High 
This Project aims to establish the disinfestation techniques by VHT and logical framework between each 
Output and Project Purpose is confirmed. The Project activities have been accelerated in the latter half of 
the Project, and at the time of the Terminal Evaluation, the Project Purpose have been achieved according 
to the indicator, as more than 30,000 flies, in total, were disinfested in large-scale mortality tests conducted 
in November and December 2012, without serious damage to test mangos. 
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（3） Efficiency ： Moderate-High 
In general, Input from the Japanese and Indonesian sides was appropriate in terms of quantity and quality, 
but not so in terms of timing. Especially Japanese short-term experts were repeatedly dispatched in a timely 
manner Mango harvesting season, so that necessary techniques were transferred in an intense and stepwise 
manner. In the first half of the Project, the Indonesian side assigned only 10 CPs to the Project despite that 
R/D stipulates that 17 CPs will be assigned in the Project site and at the secretariat, which hampered the 
progress of the Project. However, it should be noted that the Indonesian side made a possible effort to 
increase the number to 15 in the latter half of the Project, including CPs from AAQ and DGH, assigned on 
a part-time basis.    
 

（4）Impact: Positive 
Application of VHT techniques was a totally new challenge to the Indonesian Government. It is possible to 
apply the technique against fruit flies to other fruits in addition to other varieties of mango. Once the VHT 
standard for complete disinfestation of test fruit flies is established, many fruit traders will be interested in 
adopting the techniques as improvement of access to international market is highly expected. There will be 
economic impacts when export of mango, as well as other tropical fruits, is realized in the future utilizing 
VHT disinfestation techniques. 
As far as technical aspects are concerned, there will be good prospect of Overall Goal achievement as 
Indonesian CPs are considered to have reasonably, if not completely, acquired the VHT disinfestation 
techniques on fresh mango. On the other hand, the challenge toward the achievement of overall goal is 
decision making and administrative procedure of the Government. It is necessary to take series of steps 
before applying the acquired techniques and knowledge and skills of CPs. As these initial steps are 
inevitably time-consuming due to rigid examination, whether Overall Goal will be achieved or not within 
the designated time frame will depend on when and how the Indonesian side will start and manage the 
procedure. 
 

（5）Sustainability：Moderate 
The evaluation team considered that the Indonesian CPs in laboratory will be able to develop their 

capacity to a necessary extent, since they have acquired gradually the technical capacity which enables 
them to utilize basic techniques and skills on rearing test fruit flies, conducting disinfestation tests, and 
operation and maintenance of VHT equipment.  Since quality control of horticultural products as well as 
pest control and plant quarantine are given high priority in the current national policy of Indonesia, as a part 
of the efforts for export promotion of agricultural products, the policy support for the Project would be 
continuously secured by GOI for the coming years.  However, coordination among PFI, DGH and AAQ at 
central level still needs improvement as it is still uncertain which entity will take responsibility to continue 
the Project activities after the completion of the Project, casting uncertainty to the sustainability of the 
Project.  The Team confirmed that the GOI had been providing supports to the Project for operational cost. 
For the year 2013, approved budget amount for the implementation of the Project activities is IDR 522 
million, although requested budget plan by DGH was IDR 900 million. DGH are ready to increase the 
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budget for the Project as necessity, such as procurement of spare parts of VHT, arises. 
 

 
3-3 Factors promoting the production of effects 
(1) Factors pertaining to planning 

No particular factors pertaining to planning were recognized.  
 

(2) Factors pertaining to the implementation process 
(2)-1 Dispatch of the Same Persons as Short-term Experts 
Japanese short-term experts were dispatched on a shuttle basis without replacement of the members; which 
contributed to promote smooth implementation of the Project activities and efficient technology transfer, and 
also to develop good relationship with the Indonesian CPs.  
(2)-2  Operational Cost secured by the Indonesian Side 
The Indonesian side has made an effort to secure operational cost based on the R/D agreement, such as cost 
for purchasing test mangos, charge of electricity and water in the laboratory.  
 
3-4 Factors inhibiting the production of effects  
(1) Factors pertaining to planning 

No particular factors pertaining to planning were recognized.  
 

(2) Factors pertaining to the implementation process 
(2)-1 Quality and Quantity of Test Mango 
In the former half of the Project, purchased test mangos were not with appropriate size (250-300g) or 
quality; some of them were infested by fruit flies and showed nutrition disorder symptoms in pulp. Although 
the Team confirmed that the situation improved in the latter half of the Project, inappropriate test mangoes 
purchased hampered the disinfestation tests in terms of data accuracy, consistency with the export quality 
standard, etc., in the former half of the Project.  
(2)-2 Delay in installation and Trouble of Equipment 
Similarly in the former half of the Project, delay of installation of VHT equipment at the Project site, and 
electrical power supply troubles associated with generator, water bath, and so forth, prevented smooth 
implementation of the project activities. Although most of the issues have been solved up to now, there still 
remain issues, such as warning indication of a water deionizer cartridge. It is necessary to pay attention 
continuously to the proper maintenance of the equipment. 
(2)-3 Insufficient Coordination in Indonesia Side 
Due to insufficient coordination amongst the implementing agencies in the first half of the Project period, the 
progress of the Project activities was inhibited.  
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3-5 Conclusion 
 

The Terminal Evaluation Team evaluated the Project based on the findings obtained from field observations, 
a series of discussions with those involved in the Project, and in accordance with the 5 evaluation criteria. 
Relevance, Effectiveness and Efficiency were evaluated high with a satisfying level, as well as positive 
Impact could be confirmed. However, some challenges are still remained with regard to the smooth 
collaboration among government organizations in central level. As a result, the Terminal Evaluation Team 
concludes that the Project Purpose is prospected to be achieved and the Project should be successfully 
terminated in April 2013 as originally scheduled in R/D. 
 

3-6 Recommendations  
3-6-1 Measures to be take immediately 
(1) Recommendation to the Project 
(1)-1 Maintenance of the Equipment Management System  
The Project is recommended to compile the necessary information to contact the manufacturer and 
maintenance equipment in Japan by the end of the Project so that CPs can inquire or order the replacement 
parts and maintenance of equipment by themselves without difficulty.  
(1)-2 Response to the Recommendations by the Mid-Term Review 
The Project is requested to correspond properly by the end of the Project to the 2 recommendations, namely, 
“Search for Appropriate Artificial Feed for the Project” and “Issuance of Certificate of Engagement”, 
recommended at Mid-Term review.  
 
(2)  Recommendation to the Indonesian Side 
(2)-1 Revised Structure of Project Management Unit (PMU)  
Organizational structure of PMU, which consists of DGH, AAQ and PFI, has been under review in response 
to the recommendation by the Mid-Term Review. PMU is recommended to be complete with the 
organization chart that clearly stipulates the roles and responsibilities of all parties concerned in the Project 
by the end of the cooperation period to ensure the sustainability of the Project as well as the smooth 
implementation of testing activities. It is also necessary to set up a periodical meeting in order to verify if 
these roles are being performed properly. 
The Indonesian Government needs to constitute a Ministry Decree as legal grounds for the PMU structure.  
(2)-2 Establishment of a “Report Making” Team  
The activity of "Report Making" (compiling test data into a report) is scheduled from December 2012 until 
March 2013. As this activity is the grand sum of all the Project activities, all the stakeholders are required to 
participate and fulfill their responsibilities. PMU is strongly recommended to establish a “Report Making” 
team immediately. Several core members should have a periodical meeting such as once in every two-week 
basis with the appointment of responsible persons who are in charge of the Report Making Team in order to 
grasp the progress of the team activities. 
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(2)-3 Establishment of VHT Disinfestation Techniques to Tropical Fruits other than Gedong Mango 
In order to establish VHT disinfestation techniques to other tropical fruit as Overall Goal, DGH is required 
to specify the target fruits as well as to create an action plan including future budget arrangement for 
maintenance of VHT equipment, in close consultation with PFI and AAQ as soon as possible.  
(2)-4 Steady Progress of Quarantine Procedures  

AAQ, as National Plant Protection Organization (NPPO) of Indonesia, is recommended to promote 
the quarantine consultation necessary to lift a ban with NPPOs of importing countries as well as to 
share updated information with the relevant organizations.  

 
3-6-2 Measures to be taken for the Post Project 
(1) Recommendations to the Indonesian Side  
(1)-1 Quality and Food Safety Control of Mango for the Future Export 
Preparing for lifting a ban on exporting mango in the future, DGH is recommended to make production 
guidance for high-quality mango without nutrition disorder. DGH is also advised, working with the relevant 
departments, to establish production systems that will meet the requirements and standards of chemical 
residues to the provisions of the export destination. 
(1)-2 Securing the Technical Level of CPs 
DGH, AAQ and PFI are recommended to conduct the activities such as training program or technology study 
among CPs under the leadership of the “Chief CP”, so that they can maintain the technical level of VHT 
Operation or skills for the various tests that have been transferred from Japanese experts to the Indonesian 
CPs through the Project implementation.  
(1)-3 Guidance to Exporters for Disinfestation 
DGH, AAQ and PFI are recommended to cooperate in the preparation of administrative and technical 
guidelines so that commercial disinfestation can be properly carried out in response to inquiries from 
exporters.  
 

3-7 Lessons Learned 
Implementation Set-up with Clear Demarcation of Responsibility and Authority 
In order to implement a project that is conducted involving plural organizations, it is crucial to establish 
implementing set-up of counterpart organizations with clear demarcation of responsibility and authority, so 
that a project can be implemented smoothly by making decision in a timely manner.  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 背景 

マンゴーはインドネシア共和国（以下、｢インドネシア｣と記す）にとって重要な輸出果物であ

るが、輸出量は2011年の実績で、総生産量210万tのわずか0.1％にも満たない。 
インドネシアからのマンゴーの輸出は、中東や東アジア諸国を中心に増加傾向にあるものの、

同国には、マンゴーに寄生する複数種のミバエが存在することが知られているため、輸出が可能

なのは、ミバエ類が寄生するマンゴーを植物検疫の対象としない国に限られているのが現状であ

る。 
この課題を解決し、日本を含めた海外の市場への輸出を増加させるために、インドネシア政府

は、わが国に対し、蒸熱処理（Vapor Heat Treatment：VHT）技術を利用したミバエ類殺虫技術に関

する技術協力を依頼し、2009年10月には討議議事録（Record of Discussion：R/D）の署名に至った。

国際協力機構（JICA）は同年10月から「マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画（以下、「本

プロジェクト」）」を開始し、2013年4月まで3.5年間の予定で協力を実施中である2。 
プロジェクト協力期間の中間にあたる2011年11月には、R/Dに記述されたとおり、日本・インド

ネシア国側双方による合同中間レビュー調査が実施された。 
中間レビュー調査から1年後の2012年11月、角田幸司を団長とする終了時評価調査団が派遣され、

インドネシア側評価調査団と合同でプロジェクトの進捗を確認し、評価5項目による評価を実施し

た。また、両国の評価調査団は、評価結果を基に、プロジェクトの持続性を確保するための提言

を行うとともに、他の技術協力案件に資するための教訓を導いた。 
 
１－２ 終了時評価の目的 

 （1）プロジェクトの進捗をプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

と活動計画（Plan of Operation：PO）を基にして確認すること。 
 （2）プロジェクト実施上の問題点や課題を明確にすること。 
 （3）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を用いてプロジェクトの達成

の度合いを評価すること。 
 （4）協力期間終了時までに、プロジェクト目標を達成し並びに、協力期間終了後もプロジェク

トの効果を持続させるために、必要な活動と対策について提言を行うこと。 
 （5）プロジェクトの実施から有益な教訓を導き出すこと。 
 
１－３ 評価調査の日程と調査団 

１－３－１ 日程 
終了時評価は2012年の11月29日から、12月19日の間に実施された。調査の日程については付

属資料1に示すとおりである。 
 

                                                        
2 本プロジェクトは日本・インドネシア経済連携協定（Indonesia Japan Economic Partnership Agreement：IJEPA）の署名（2007
年8月）の際、共同声明文の別添文書に対象プロジェクトとして記載された協力案件である。  
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１－３－２ メンバー 
合同終了時評価調査団（以下、「評価調査団」と記す）は、日本・インドネシア国側双方によ

る、以下の団員から構成された。 
 
（1）日本側団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 角田 幸司 JICA農村開発部 参事役 

植物検疫行政 鈴木 学 農林水産省消費・安全局 植物防疫課 課長補佐 

植物検疫技術 柴田 信幸 農林水産省消費・安全局 植物防疫課 生産安全専門職 

計画管理 山根 誠 JICA農村開発部 水田地帯第一課 企画役 

評価分析 東野 英昭 ㈱レックス・インターナショナル シニアコンサルタント 

 
（2）インドネシア側団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 Ms. Anastasia Promosiana 農業省園芸総局 評価課 課長 

団員 Mr. Turhadi Noerachman 農業省農業検疫庁 植物産品輸出課 

団員 Ms. Rasmi 農業省計画局モニタリング・評価課 

団員 Ms. Priliani Setiyaningsih 農業省国際協力センター アジア太平洋局 

団員 Mr. Deni Satriaman 農業省園芸総局 評価課 職員 

団員 Ms. Sindha Cahya Wardhani 農業省園芸総局 計画課 職員 

 
１－４ 対象プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は表-1に、詳細については、付属資料のPDM（付属資料2）及びPO（付属資

料3）に示したとおりである。 
 

表－１ 対象プロジェクトの概要 

（1）プロジェクト名 インドネシア「マンゴーにおけるミバエ類検疫技術向上計画」 

（2）協力期間 2009年10月16日～2013年4月15日（3.5年） 

（3）実施機関 インドネシア農業省園芸総局（DGH） 
インドネシア農業省農業検疫庁（AAQ） 
インドネシア農業省食用作物総局（DGFC）病害虫予察センター（PFI）

（4）プロジェクトサイト インドネシア農業省食用作物総局病害虫予察センター 
（西ジャワ州 カラワン県 ジャティサリ郡） 

（5）上位目標 ・他の熱帯性果実について、ミバエ類に対するVHTによる消毒技術

が確立される。 

（6）プロジェクト目標 ・マンゴー生果実（ゲドン）について、ミバエ類に対するVHTによ

る消毒技術が確立される。 
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（7）アウトプット（成果） 1．供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関するカウンターパー

ト（C/P）の能力が向上する。 
2．供試ミバエ類のVHTによる消毒に係るC/Pの能力が向上する。 
3．試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムが構築

される。 

（8）実施体制 ・プロジェクトディレクター：農業省園芸総局 総局長 
・プロジェクトコーディネーター：農業省園芸総局 次長 
・プロジェクトマネジャー： 
 1）農業省園芸総局作物保護局長 
 2）農業省農業検疫庁長 
 3）農業省食用作物総局 病害虫予察センター長 
・プロジェクト・マネジメント・ユニット（PMU）：付属資料4 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価デザイン 

評価デザインを検討し付属資料5の評価グリッドとして作成した。 
 
２－２ データ収集方法 

評価調査団は､日本人専門家とインドネシア側カウンターパート（Counterpart：C/P）を含むプロ

ジェクト関係者とのインタビュー、質問票配布・回収、プロジェクト報告書などの文献調査を通

じて情報を収集した。また、プロジェクトサイトである西ジャワ州カラワン県ジャティサリ郡の

病虫害予察センター（Pest Forecasting Institute：PFI）での現場視察を実施した。 
 
２－３ 評価分析 

 （1）プロジェクトの進捗と実績状況 
プロジェクトの進捗を、投入、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標について、現

行のPDM（Vre.2.0）とPOを基に検証した。 
 
 （2）実施プロセス 

実施プロセスについては、POを基にして、活動が当初の予定どおり行われたかどうかにつ

いて検証した。また、プロジェクトの進捗に影響を及ぼした促進・阻害要員の有無について

も分析を行った。 
 
 （3）評価5項目の定義 

＜妥当性＞ 
プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性

はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（ODA）

で実施する必要があるかなどの「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う。 
＜有効性（プロジェクト目標達成度）＞ 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う。 
＜効率性＞ 

主にプロジェクトの投入と成果の発現の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいはされるか）を問う。投入の質・量・タイミングと、成果の発現に結びついてい

るかどうかを中心に検証する。 
＜インパクト＞ 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
＜持続性＞ 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

 （1）日本側 
専門家派遣 
 

長期専門家（2名）業務調整/データ管理 
短期専門家（12名）チーフアドバイザー/果実障害試験、VHT消毒試験、

ミバエ飼育、機材設置（VHT装置）、機材設置（バイオトロン）機材管

理、ミバエ生態研究他（付属資料6） 
C/P研修 計18名3（本邦研修：4名、ベトナムでの技術交換研修：11名、オースト

ラリアでのワークショップ参加：3名）（付属資料7） 
資機材供与 車両、孵化器、VHT機器、バイオトロンと付帯設備など（合計57項目）

がインドネシアに供与された。合計金額は約1.17億万円［136億インドネ

シアルピア（IDR）（1円＝116IDRとして換算）］（付属資料8） 
現地活動費負担 2009年～2012年の間に、現地活動費負担は約3,550万円［41.2億IDR（1

円＝116IDRとして換算）］がプロジェクト活動のために負担された。 
 
 （2）インドネシア側 

C/P配置 現在15名のC/Pが配置されている。プロジェクト管理者が6名、PFIのVHT
ラボの技術スタッフが9名である。（付属資料9） 

土地・建物・施設など PFI内の日本人専門家とプロジェクトスタッフの執務室、VHTラボなど

がプロジェクト活動のために投入された。 
C/P給与、プロジェクト活動にかかわる光熱費と通信費、供試果実の購

入費、会議費などがインドネシア側によって負担された。2010～2012ま
での実績は付属資料10に示した。 

2010 2011 2012 

プロジェクト運営費 

15.1億IDR 
（約1,300万円） 

11.4億IDR 
（約980万円） 

10.3億IDR 
（約890万円） 

 
３－２ プロジェクト活動の進捗 

全体として、プロジェクト活動は順調に進められており、ほとんどの活動は完了している。技

術報告書の作成や、試験と分析結果を蓄積するデータシステムの構築については、現在も作業が

進められているが、2013年2月までには完了する見込みである。プロジェクト活動の進捗の状況に

ついては付属資料11に示すとおりである。 
 
３－３ アウトプット（成果）の達成状況 

次ページ以下の表-2に示すように､アウトプット1（供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関

するC/Pの能力が向上する。）とアウトプット2（供試ミバエ類のVHTによる消毒に係るC/Pの能力

が向上する。）についてはほぼ達成されたと判断する。一方、アウトプット3（試験データ及び分

析結果を蓄積するためのデータシステムが構築される。）は、現在も活動が進められているが、2013

                                                        
3 プロジェクト開始前に計9名が農林水産省那覇植物防疫事務所でのミバエ類温度処理殺虫技術研修に参加している。これは表

中の18名には含めていない。 
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年2月までには活動が完了する見込みであり、同時にアウトプット3についても達成されるものと

期待される。 
 

表－２ アウトプットの達成状況 

達成状況 
アウトプットと指標 

プロジェクト実施以前 終了時評価時の状況 

アウトプット1：供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関するC/Pの能力が向上する。 

指標1-1：C/Pが採卵

器により効率的にミ

バエ類の卵を採取で

きる。 
 

飼育成虫数の不足、採卵

器の不足などにより効率

的な採卵はできなかっ

た。特にB. cucurbitaeにつ

いては、それまでの採卵

器では採卵が困難であっ

た。 

*2010年3月のバイオトロンの導入、採卵器の

改良により、飼育3種ミバエ（B. carambolae、
B. papayae、and B.cucurbitae）とも、計画ど

おりの採卵ができるようになった。 

指標1-2：C/Pが実験

計画に従って、それ

ぞれのミバエ類の幼

虫を人工飼育でき

る。 
 

人工飼料での飼育は可能

であったが、取り扱いが

難しい材料もあり製造に

時間がかかっていた。 

*バイオトロンの導入、人工飼料の材料の変

更、飼育容器の標準化などによりC/Pは、ミ

バエ類の幼虫を実験計画に従って効率的に

飼育できるようになった。 

指標1-3：C/Pが実験

室で供試ミバエ類を

成虫6,000頭規模で累

代飼育できる。 

ミバエの成虫6,000頭規模

で飼育するのは困難であ

った。理由としては、飼育

環境の不備、飼育ケージ

の不統一、成虫餌の栄養

不足などが挙げられる。

*バイオトロンの導入、使いやすい飼育ケー

ジの標準化、飼育スケジュールの策定、成

虫の人工飼料の改良、給餌・給水方法の改

善により、成虫6,000頭以上の飼育が可能と

なった。 

アウトプット2：供試ミバエ類のVHTによる消毒に係るC/Pの能力が向上する。 

指標2-1：C/Pが適切

にVHT機器を操作で

きる。 
 

VHT 機器は未設置であ

る、日本での研修（農林

水産省那覇植物防疫事務

所でのミバエ類温度処理

殺虫技術研修）での経験

を有するのみ。 

*2010年3月にPFIにVHT機器が設置され、さ

まざまな試験が行えるようになった。以来、

C/PはVHT機器の操作について継続して学

び、知識を習得してきた。VHT操作を担当

するC/Pは、既に独力で固定モードやプログ

ラムモードでの殺虫試験を実施している。

時には、独自の判断で調査項目を設定し自

発的にVHTを運転するようになっている。

*プロジェクトの前半ではVHT機器の設置の

遅れや､電源関係のトラブル（発電機、ウォ

ーターバスなど）が生じプロジェクトの円

滑な進捗を妨げることとなった。 
*C/Pが独力でラボの運営をしていくため、今

後のVHT機器のメンテナンスや修理時の日

本メーカーとの連絡などについて、情報の

取りまとめと指導が必要となっている。 
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指標2-2：C/Pがすべ

ての対象ミバエ類の

なかで最耐性ステー

ジを決定できる。 
 

VHT機器、ウオーターバ

スなどの設備が導入され

ておらず、日本での研修

（農林水産省那覇植物防

疫事務所でのミバエ類温

度処理殺虫技術研修）で

の経験を有するのみ。 

*試供マンゴーの確保遅れなどから作業が延

滞していた対象ミバエ類の最耐性種の決定

を促進するために、2012年3月から7月まで

の間、2名の日本人短期専門家が追加派遣さ

れた。 
C/Pは専門家の指導の下で温湯浸漬試験を

実施し、対象ミバエ類のなかで最耐性種

（B.papayae）を決定した。 
指標2-3：C/Pがすべ

ての対象ミバエ類の

なかでの最耐性ステ

ージにおける完全消

毒条件を決定でき

る。 
 

VHT 機器は未設置であ

る、日本での研修（農林

水産省那覇植物防疫事務

所でのミバエ類温度処理

殺虫技術研修）での経験

を有するのみ。 

*試供マンゴーの確保遅れなどから作業が延

滞していたが、2012年3月から7月までの日

本人短期専門家2名の追加派遣によって熱

感受性試験を実施し、B. papayaeの成熟卵が

最耐性ステージであることが判明した。 
*この結果に基づき、C/Pは2012年10月に完全

消毒条件を設定するための数回の小規模殺

虫試験を実施した。 
*結果として（果実の中心温度：47度、ホー

ルディングタイム：30分など）の条件が定

められた。 
指標2-4：C/Pが適切

なVHT方法により果

実の熱障害を回避で

きる。 

VHT 機器は未設置であ

る、日本での研修（農林

水産省那覇植物防疫事務

所でのミバエ類温度処理

殺虫技術研修）での経験

を有するのみ。 

*終了時評価時点で、C/Pはさまざまな条件を

設定し、熱障害を回避するための最適な条

件を検討中である。 

アウトプット3：試験データ及び分析結果を蓄積するためのデータシステムが構築される。 

指標3-1：ミバエ飼育

及びVHT試験を含む

すべてのデータが蓄

積される。 

活用可能なデータはなか

った。 
*ミバエ飼育データ、試験データについてそ

の都度、集積され、蓄積されつつある。な

お、試験データは共用のパソコン内に整理、

保存し、紙データはファイリングするよう

専門家が指導中である。 
指標3-2：ミバエ飼育

及びVHT試験の各段

階についてのマニュ

アルが取りまとめら

れる。 
 

本邦研修（農林水産省那

覇植物防疫事務所でのミ

バエ類温度処理殺虫技術

研修）で使用されるマニ

ュアルのみを所有。 

*ミバエ飼育マニュアル、VHT機器使用マニ

ュアルが2012年11月に完成した。他のマニ

ュアルについては現在作成中。 

指標3-3：分析された

データが報告書とし

て取りまとめられ

る。 

活用可能なデータはなか

った。 
*熱感受性試験や小規模殺虫試験データな

ど、現在も取りまとめ分析中。大規模殺虫

試験の結果なども引き続き取りまとめ、

2012年12月から2013年3月まで派遣予定の

短期専門家の指導なども経て報告書を作成

する予定。 
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３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：マンゴー生果実（ゲドン）について、ミバエ類に対するVHTによる消毒技

術が確立される。 
 
指標：3万頭以上の大規模殺虫試験で、すべての対象ミバエ類のなかで最も熱耐性のあるステージ

において、供試果実に重大な障害を起こさずに供試ミバエ類を完全消毒する基準が確立される。 
 

2012年11月から12月にかけて、すべての対象ミバエ類のなかで最も熱耐性のあるステージであ

るB. papayaeの成熟卵の大規模殺虫試験が実施され、表-3に示すように3万頭以上の殺虫頭数（殺虫

率100％）を達成した。 
 

表－３ 大規模殺虫試験の結果 

コントロール 蒸熱処理 
（47度/ホールディングタイム30分） 

No. 実施時期 試験条件 

果実数 生存数 果実数 推定 
殺虫頭数 生存数 殺虫率 

（％） 

1. ‘12年11月22日 ハーフロード 30 3,332 75 8,330 0 100 

2. ‘12年11月23日 ハーフロード 30 3,545 75 8,862 0 100 

3. ‘12年12月3日 フルロード 30 3,633 100 12,110 0 100 

4. ‘12年12月7日 フルロード 30 3,422 100 11,406 0 100 

合計 120 13,932 350 40,708 0 100 

 
VHTによる供試果実の熱障害については、果肉に､若干の障害が認められたが、重大な障害はみ

られなかった。したがって、供試ミバエ類を完全消毒する基準が確立されたものと判断する。 
現状では、果肉の障害の原因が特定されていない。供試果実の購入前、あるいは運搬中、試験

前の貯蔵中に発生した可能性も否定できない。よって、C/Pは、さまざまな条件（果実の購入場所、

貯蔵条件など）を想定し、障害の発生原因を追及中である。 
 
３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標：他の熱帯性果実について、ミバエ類に対するVHTによる消毒技術が確立される。 
指標：マンゴー以外の、少なくとも1つの熱帯性果実において、消毒技術が確立される。 
 

「マンゴー以外の熱帯性果実における消毒技術の確立」は、わが国への輸出を想定した場合の

図-1に示す「（5）殺虫試験及び果実障害試験・調査データの提出」が対象国に対して適切に行われ

た状態であると考えられる。 
一方、JICAの評価ガイドラインによれば、上位目標についてはプロジェクトの協力期間終了後3

年での達成を想定しているため、上位目標の達成見込みの判断は、マンゴー以外の対象果実につ

いて、殺虫試験及び果実障害・調査データの提出が、遅くとも、2017年までになされ得るかどう

かに帰着する。 
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インドネシア側C/Pたちは、終了時評価時点でのプロジェクトの達成状況から、マンゴー（ゲド

ン品種）を対象としたミバエのVHT消毒技術について、完全にとはいえないまでも、今後の独力

での業務継続が可能な水準で身につけたと判断できる。今後、2013年4月までのプロジェクト協力

期間中、技術報告書の作成も含め、C/Pの能力は更に向上することを勘案すると、技術的な障害は

少ないであろう。 
課題は、技術的面よりも、むしろ対象とする果実の種類の公式決定を経て、どの程度円滑に殺

虫試験を開始できるかという、インドネシア政府の意志決定過程と試験計画策定段階にあると考

えられる。 
図-1に示すように､殺虫試験を実施する前に必要な複数の手続きがあり、他国と日本の間で行わ

れた過去の例では、技術報告書の提出までに数年間の期間が費やされることが通常とされている。

上位目標が期待される期間内に達成されるかどうかは、したがって、いかに速やかに、そして円

滑に、インドネシア側がこれらの手続きを進めていけるかどうかにかかっているわけであるが、

現時点では判断が難しい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：海外からの病害虫の侵入を防ぐために 
   （農林水産省 www.maff.go.jp/pps/j/guidance/pamphlet/pdf/pamphlet_05-10.pdf） 

図－１ 輸入解禁手続きの流れ（日本とインドネシア） 

（1）輸入解禁の要請 （2）輸入解禁手続きの開始 

（3）殺虫試験・調査計画の提出 

（7）現地確認試験・調査計画の提出

（4）日本側専門家による確認 

（8）日本側専門家による確認 

（5）殺虫試験及び果実障害試験・調

査データの提出  （6）日本側専門家による評価 

インドネシア（輸出国） 日本国（輸入国） 

（9）日本側専門家による現地確認試験・調査の実施 

産品の輸出・輸入の開始、日本側植物防疫官の派遣 

（10）公聴会の開催 

（11）法令改正手続き 



 

－10－ 

３－６ 実施プロセス 

３－６－１ PDMの変更 
現行のPDM（Ver. 2.0：付属資料2）は、表-4に示すように、2011年11月の中間レビュー調査時

に改訂されている。 
 

表－４ PDM変更の経緯 

項目 Ver. 1.0 Ver. 2.0 修正理由 

上位目標の

指標 
消毒技術が確立される熱

帯性果実の種類の数 
マンゴー以外の、少な

くなくとも1つの熱帯

性果実において、消毒

技術が確立される。 

量的な目標値を設定する必

要があるため。 

上位目標の

外部条件1 
1．現在の農業政策が維持

される。 
＜削除＞ 
 

該当部分への外部条件の設

定は不適切であるため。 
プロジェク

ト目標 
マンゴー生果実（ゲドン・

ギンチュウ）について、ミ

バエ類に対するVHTによ

る消毒技術が確立される。

マンゴー生果実（ゲド

ン）について、ミバエ

類に対するVHTによる

消毒技術が確立され

る。 

中間レビュー調査において

対象種マンゴーの公式名称

が改めて確認されたため。 

活動2-4 
 

温湯浸漬試験によりすべ

ての対象ミバエ類のなか

で最耐性ステージを決定

する。 

温湯浸漬試験によりす

べての対象ミバエ類の

なかで最耐性種を決定

する。 

誤記が確認されたため。 

活動の外部

条件1 
1．試験用マンゴー果実（ゲ

ドン・ギンチュウ）が確実

（一定量・品質）に入手で

きる。 

1．試験用マンゴー果実

（ゲドン）が確実（一

定量・品質）に入手で

きる。 

中間レビュー調査において

対象種マンゴーの公式名称

が改めて確認されたため。 

投入 
日本側 
3.機材供与 

＜未記載＞ （7）PFIのVHT実験棟

施設の建設・改修費 
 

案件開始時の合意に基づき、

日本側による経費負担が行

われているが、PDMに記載さ

れていなかったため。 
 
３－６－２ 会議 

現時点までに実施された主な会議は以下のとおりである。 
 

開催時期 会 議 出席者数 

2010年11月 第1回合同調整委員会会議（DGH） 20 

2011年3月 第1回スティアリング委員会会議（DGH） 17 

2011年8月 第2回スティアリング委員会会議（PFI） 22 

2011年12月 第2回合同調整委員会会議（DGH） 31 

2012年12月 第3回合同調整委員会会議（DGH）  
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これに加え、プロジェクト運営指導調査（工事契約調査）が5回（2009年12月、2010年1月、3
月、5月、6月、7月）実施されている。またC/Pと日本人専門家の間で、情報共有のための定例

の週会議が行われている。 
 
３－６－３ 広報活動 

インドネシア輸出業者のためのVHT紹介ワークショップ（Introduction Workshop for Indonesia 
Exporters）が2012年7月に実施された。出席者は6つの輸出業者から合計12名であった。その他に

は特段の広報活動は行われていない。 
 
３－６－４ 成果物 

プロジェクトの下で作成された成果物のリストを付属資料12として示してある。ほとんどの

技術マニュアル類が作成中の段階にあり、2013年の初期に完成する予定である。 
 
３－６－５ 促進及び阻害要因 

以下の促進・阻害要因が認められる。 
 （1）促進要因 

1）短期専門家の継続派遣 
日本人短期専門家は、これまでのプロジェクト期間中、同じメンバーがシャトル方式で

派遣されてきた。これにより、円滑なプロジェクト活動の実施と技術移転が可能となった。

また、インドネシア側C/Pとの良好な関係の構築にも貢献したと考えられる。 
2）インドネシア側の活動費確保 

インドネシア側は、R/Dに記述されたとおり、プロジェクトの活動経費の確保に努力をし

てきており、供試マンゴー果実の購入、VHTラボの光熱費など、必要な経費を継続して負

担してきている（付属資料10）。 
 
 （2）阻害要因 

1）供試マンゴー果実の質・量（プロジェクト前半） 
プロジェクト前半では、購入された供試マンゴー果実は、指定サイズ（250～300g）や質

を満たしていないものが多く、なかにはミバエが寄生したものや、果肉に栄養障害が認め

られるものも含まれていた。この問題は、中間レビュー調査でも指摘され、プロジェクト

の後半では改善されている。しかし、不適切な供試果実のために、プロジェクト前半、試

験結果の信頼性、輸出条件との乖離などの面で、プロジェクト活動の進捗を妨げたことは

否定できない。 
2）資機材の設置遅れと不具合 

プロジェクトの前半では、VHT機器のPFIへの設置の遅れと、電源関係（発電機）や温浴

槽などの不具合により円滑な活動が妨げられた。これらの問題のほとんどは、現在までに

対応がなされている。しかし、現在でも、VHT設備の純水（脱イオン）カートリッジの警

告表示の問題（本来の交換時期以前に交換警告が表示される）などが未解決である。設備

の適切な維持管理のために引き続き注意と迅速な対応が必要である。 
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3）インドネシア側実施機関の連携の不足 
プロジェクトの前半では、インドネシア側実施機関の連携不足が目立ち、プロジェクト

の円滑な進捗が妨げられた。 
 
３－６－６ 中間レビュー調査時の提言への対応 

中間レビュー調査時の提言への対応の状況は、付属資料13に示したとおりである。 
評価調査団は、提言に対して、100％とは行かないまでも、プロジェクト、インドネシア・日

本国側双方が、人的資源や設備など、可能な範囲で、現実的な対応の努力を行ってきたと判断

する。しかし、プロジェクトの持続性を確保するという意味では、これまで以上の努力を以て

対応すべき課題も残されている。具体的な対応の方法については、第6章の提言に取りまとめた

とおりである。 
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第４章 評価結果 
 

終了時評価調査団は、質問票、現地視察、関係者との協議などを通じて、評価5項目によるプロ

ジェクトの評価を実施した。その結果を以下に示す。 
 
４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いと判断する。 
 
 （1）インドネシア政府の政策との整合性 

インドネシアの国家政策では、「長期開発計画（2005～2025年）」並びに「国家中期開発計

画（2010～2014年）」において、地方における雇用機会創出と経済成長促進を目的とする「農

業再活性化」が重点項目の1つとなっており、農水産物の競争力及び付加価値強化や輸出増が

めざされている。また、園芸作物の分野では、「園芸作物開発計画（2010～2014年）」におい

て、輸出市場の衛生植物検疫措置（Sanitary and Phytosanitary Measures：SPS）を含む「品質の

改善」が園芸作物開発の柱の1つとして掲げられている。さらに、植物検疫の分野では、「検

疫計画（2010～2014年）」において、マンゴーを含む果実の検疫強化（特に農家・生産企業レ

ベルでの検疫体制の強化）、関係省庁（特に農業省と貿易省）間の連携強化が重要とされてい

る。プロジェクト開始以降、インドネシア政府の農業セクター開発政策、園芸作物及び植物

検疫に係る戦略や方針に大きな変更はなく、本プロジェクトの方向性は政府の政策に合致し

ている。またわが国の対インドネシア国別援助計画において、本プロジェクトは「食料安定

供給プログラム」の下、農水産物競争力強化に資する案件として位置づけられる。IJEPAの対

象協力案件ともなっており、実施の意義は高い。 
 
（2）ターゲットグループ・受益者のニーズとの整合性 

プロジェクト実施機関〔園芸総局（Directorate General of Horticulture：DGH）・農業検疫庁

（Agency for Agricultural Quarantine：AAQ）・PFI〕は、園芸作物の品質管理政策の施行、動植

物検疫、病害虫予察において重要な役割を果たしており、園芸作物の国際市場へのアクセス

向上のため、本プロジェクトの対象技術を必要としている。「ミバエ類に対するVHTによる完

全消毒基準の確立」はインドネシアがマンゴーの輸出促進のために植物検疫処理の技術力を

高め、実践していくうえで非常に重要である。 
 
（3）日本国政府のODA政策との整合性 

中間レビュー調査時点においては、日本の対インドネシア国別援助計画は「貧困削減」を

含む「民主的で公正な社会づくりのための支援」を3つの柱の1つに据えており、このなかで、

農水産業の振興を通じた雇用創出や農家の所得向上の観点から「農民組織の運営強化」「関連

インフラの整備」「生産性の向上」「加工・流通システムの確立」などを中心に支援する方針

を掲げていた。 
また、「事業展開計画（2010年8月）」において、本プロジェクトは開発課題「貧困削減」に

対応する「食料安定供給プログラム」の下、「農水産物競争力強化」に資するものと位置づけ

られており、植物検疫分野における技術協力の実施はインドネシアの流通システム（コネク



 

－14－ 

ティビティ）の確立に貢献するうえで非常に重要であると考えられる。 
終了時評価時点では、わが国の対インドネシア援助政策の優先分野は、以下3点である。 
・更なる経済成長への支援 
・不均衡の是正と安全な社会づくりへの支援 
・国際的地域的課題への対応能力向上への支援 

プロジェクトは、VHTによるミバエの殺虫技術を移転することにより、長期的にはマンゴ

ー並びに他の熱帯果実の国際市場への輸出を可能とすることをめざしているため、これらの

優先分野にも整合性をもっている。 
さらに、本プロジェクトはIJEPA署名（2007年8月）の際、その実施が両国で合意され、共

同声明文の別添文書にも記載された協力案件であることから、その実施の意義は高い。 
 
（4）日本の技術協力の優位性 

わが国は、ミバエ類の消毒技術（特にVHT）に関して先進的な技術を有しており、過去に

他国において類似の協力を実施した経験を有する。このため、当該分野に係る支援において

はわが国の優れた技術、ノウハウや経験を活用することができ、比較優位をもっているとい

える。 
また、わが国はインドネシアの園芸作物/作物保護分野においても長い協力の歴史がある。

本プロジェクトの活動実施拠点であるPFI（ジャカルタから東に約80km、西ジャワ州カラワン

県のジャティサリ郡）は、かつてわが国の無償資金協力「稲病害虫発生予察防除計画」にお

いて建設され、技術協力「作物保護強化計画」及び同「フェーズⅡ」が実施された拠点であ

る。 
また、マンゴー（ゲドン品種）は、有償資金協力「園芸作物開発事業」（1996～2002年）を

通じて西ジャワ州チレボン、インドラマユ、マジャレンカを含む各県で導入・拡大されたも

のである。これらの事実からも、わが国は本分野における継続的な協力活動の実施に大きな

優位性を有していたと結論できる。 
 
４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は以下の理由から高いと判断する。 
 
プロジェクト目標：マンゴー生果実（ゲドン）について、ミバエ類に対するVHTによる消毒技術

が確立される。 
指標：3万頭以上の大規模殺虫試験で、すべての対象ミバエ類のなかで最も熱耐性のあるステージ

において、供試果実に重大な障害を起こさずに供試ミバエ類を完全消毒する基準が確立される。 
 

2011年11月、12月の中間レビュー調査では、いくつかの活動について、当初計画に対する遅延が

確認された。その後、終了時評価時点に至るまで、インドネシア・日本国側双方が、遅れの解消

に取り組んできた。また、同時に、日本人専門家の支援を受け、インドネシア側C/Pの能力も、着

実に向上してきた。 
その結果、プロジェクトの進捗は、後半に入って加速し、終了時評価の時点で、供試果実に重

大な障害を起こさずに3万頭以上の大規模殺虫試験を完了し、プロジェクト目標の指標の達成に至
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った。 
プロジェクト目標を達成する手段としての視点から、3つのアウトプットを検討すると、アウト

プット1（供試ミバエ類の実験室における累代飼育に関するC/Pの能力が向上する。）とアウトプッ

ト2（供試ミバエ類のVHTによる消毒に係るC/Pの能力が向上する。）については、既に達成された

と考えられる。 
一方、マンゴーの輸入解禁に必要な手続きの一環である、アウトプット3（試験データ及び分析

結果を蓄積するためのデータシステムが構築される。）については、現在作業が行われており、技

術マニュアルの作成を含め、大規模殺虫試験が完了したあとで、本格的な作業が開始され、プロ

ジェクト期間終了までには完成する予定である。 
 
４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、以下の理由から中～高であると判断する。 
 （1）投入の達成状況と利用効率 

日本・インドネシア国側双方の投入は、全体としては、質、量、タイミングの点で適切な

ものであったと判断する。（付属資料6、7、8、9、10） 
特に、短期専門家の投入に関しては、インドネシアにおけるマンゴーの収穫時期が主に9～

12月であるため、基本的には毎年当該時期に絞ってシャトル派遣することで、現地で必要と

される技術を段階的かつ集中的に移転する形をとったことに加え、インドネシア側の一部C/P
に基礎的知識の不足が認められた際は、これを補うために短期専門家の追加派遣を行うなど、

柔軟な対応を行ったことにより、最小限の専門家投入（コスト）により効率的に成果を達成

した。 
日本側が供与した資機材は、すべてプロジェクト活動のために有効に使われている。 
しかし、プロジェクトの前半、インドネシア側C/Pは、R/Dに記述された17名の配置予定を

大きく下回り、実際には10名の配置にとどまった。インドネシア側が、その後、最終的に、

C/Pの数を15名まで増やす努力をしたことは評価できるものの、プロジェクトの効率性を低下

させる要因となった4。 
 
 （2）アウトプット達成と活動の関係 

有効性評価において記載のとおり、アウトプットは全体として妥当な達成状況であると判

断する。 
この背景には、日本人の短期専門家として、本プロジェクトの詳細設計調査に参画した人

材、JICA沖縄センターで実施されてきた課題別研修「ミバエ類温度処理殺虫技術」コースに

講師としてかかわった経験を有する人材が繰り返し派遣されてきたこと、インドネシア側関

係者の技術レベルやニーズをよく理解している人材が関与してきたことで、プロジェクト活

動の円滑な実施、現地の状況に即した効率的な技術移転が可能となり、C/Pとの良好な関係の

構築につながったものと判断される。また、上記の課題別研修の参加者には本プロジェクト

のC/Pが含まれており、研修成果をプロジェクト活動において大いに発揮したことも成果達成

に向けた大きな要因である。 

                                                        
4 ただし、AAQとDGHからのパートタイムの支援要員を含んでいる。 
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さらに、インドネシア側はR/Dに基づき、試験用マンゴーの購入や実験棟の水光熱費などの

プロジェクト運営費確保に努めたこともプロジェクトの効率的な進捗に対する大きな貢献要

因である。 
 

４－４ インパクト 

（1）上位目標の達成見込み 
上位目標「他の熱帯性果実について、ミバエ類に対するVHTによる消毒技術が確立される。」

の達成見込みについては、技術面に関する限り、現時点で上位目標の達成見込みは高いとい

える。 
評価調査団の実施したインタビューでも､習得した技術を他の果実に応用することへの自

信を表明しており、インドネシア側C/Pは、VHTによるマンゴーミバエの殺虫技術を十分に習

得している。 
また、2013年の初期には技術報告書についても、日本人専門家の支援を得て、完成させる

予定である。残りの協力期間中にC/Pが更に能力を向上させることを想定すれば、C/Pが輸出

対象国の関係機関とのやりとりを通じて、技術報告書を完成させる事自体は十分に可能であ

ると思われる。 
課題は、３－５でも指摘したように、技術的な業務を開始する以前のインドネシア政府の

意志決定と行政手続きである。技術報告書の提出に至るプロセスは、厳格な審査を重ねるた

めに通常数年間かかるとされている。したがって、上位目標が期待される期間内に達成され

るかどうかは、いかに速やかに、そして円滑に、インドネシア側がこれらの手続きを進めて

いけるかどうかにかかっており、現時点では判断が難しい。 
 
 （2）経済的インパクト 

インドネシアのマンゴーの輸出は、現状では、総生産量210万t（2011年）に対してわずか0.1％
未満にとどまっており、今後の輸出量の増加に大きな期待がかけられている。 

したがって、VHTによる殺虫技術の適用を通じて、マンゴーのみならず、他の熱帯果実に

ついても国際市場への参入が可能となった時は、少なからぬ経済的なインパクトがもたらさ

れると予想される。 
 
 （3）技術的インパクト 

VHT殺虫技術の導入と応用はインドネシアにとって初めての試みである。 
現在のところ、プロジェクトで対象としたマンゴー以外の果実で、今後VHTによるミバエ

殺虫技術を適用する果実の具体的な種類や品種名は未定である。しかし、原理的には、パパ

イヤ、ドラゴンフルーツ、ライチー、ゴーヤ、メロンなど、マンゴー以外のさまざまな果実

への応用が可能である。 
ひとたびVHT殺虫技術の基準が確立されれば、国際市場への参入による事業の拡大が期待

されるため、多くの果実貿易業者がこの技術に興味を示し、導入することとなろう。 
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４－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は以下の理由から中程度であると判断する。 
 
 （1）技術面 

終了時評価調査団はVHTラボに配置されたインドネシア側C/Pが徐々に技術的な能力を向

上させ、ミバエの累代飼育、VHT殺虫試験、並びにVHT機器の維持管理に必要な知識と技能

を身につけたと考える。 
PFIでの視察の際にも、評価調査団は、C/PのVHT機器の操作の正確性、習熟度が、中間レ

ビュー調査時と比較して格段に進歩したことを確認している。データの分析や技術報告書の

作成にかかわる能力については向上の余地があり、今後、まだ相応の時間と努力が必要であ

ろうが、C/Pたちの業務への取り組み態度は真摯であり、能力の向上が十分に期待できる。 
 
 （2）政策面 

農産物の輸出促進の一環として、園芸作物の品質管理と植物検疫は、現状のインドネシア

の政策において高い優先度を与えられている。したがって、プロジェクトの活動に対する政

府の支援は、当面の間期待できるであろう。 
この国家政策の下、プロジェクトの実施機関であるDGH、AAQ及びPFIは法的枠組みに基づ

いて、国際基準に沿った長期的な視点から、それぞれの責任を全うしていくことが期待され

る。 
 
 （3）組織面 

プロジェクト期間の前半では、複数のプロジェクト実施機関による管理と連携が機能した

とは言い難く、マンゴーの供試果実購入、VHTラボの電源確保、殺虫試験の条件設定に必要

となるマンゴーの輸出条件にかかわる情報共有の遅れ、C/Pの労働条件に関する不満、人数の

不足などの問題に、適時・適切な対策を取ることができなかった。 
これらの状況は、インドネシア側の対応によって徐々に改善されつつある。インドネシア

側は、PFI所長を新たにプロジェクトマネジャーに任命するとともに、現場のリーダーとして

ラボの主任C/Pを任命するなどの対応を図った。結果として、少なくともジャティサリの現場

においては､以前と比較して円滑なプロジェクト活動が行える環境となってきた。 
しかし、中央レベルでのDGH、AAQ及びPFIの組織間連携については改善の余地がみられる

ものの、3者のうち、どの機関がプロジェクト活動の継続を主導していくかについて、明確な

将来像が示されていない。 
 
 （4）財政面 

評価調査団は、インドネシア政府が、これまでプロジェクト活動に必要な活動経費を負担

してきたことを確認している。2013年については、DGHがプロジェクト活動に必要な予算要

求案として9億インドネシアルピア（Indonesian Rupiah：IDR）を策定したが、現在のところ、

承認された予算の額は5.22億IDR5である。DGHは、VHT機器の故障やスペアパーツの購入が

                                                        
5 プロジェクト終了後の活動予算実績として、最終的に2013年度は約10億IDRが配分されたことを2014年1月に確認済。 
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必要となった場合には、DGHに配賦された上記予算以外の予算費目からの流用で対応する用

意があるとしている。 
なお、プロジェクトで供与された機材は、BMN（国有財産の財務会計管理アプリケーショ

ンシステム、Sistem Aplikasi Manajemen Akutansi Keuangan Barang Milik Negara）というシステ

ムに登録され、毎年財務省に報告される体制となっている。この資産管理システムに基づい

て、維持管理・メンテナンスのための予算が配分されることとなる。財務省は、DGHに対し

て、VHT機器の運営・維持管理のための予算案を検討する前提として、BMN登録に必要なVHT
の公式委譲文書（インドネシア語でBASTと言われる日本側からインドネシア側への資産譲渡

証明）の提出を求めており、プロジェクト終了時までにインドネシア政府内で処理がなされ

る予定6である。 
 

                                                        
6 BASTの提出は2013年10月28日に完了し、インドネシア財務省の資産管理システムへの登録が完了したことから、維持管理・

メンテナンスのための予算配分体制の懸念は解消されている。 
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第５章 結論 
 
 評価調査団は、現地視察、関係者へのインタビュー並びに一連の協議などを通じて、評価5項目

によるプロジェクトの評価を行った。妥当性、有効性、効率性の評価は期待されるレベルのもの

であり、技術面でのインパクトも確認することができた。他方、持続性については、中央政府レ

ベルでの組織間連携に課題が認められた。以上から、プロジェクト目標はプロジェクト期間中に

達成される見込みであり、R/Dに記載された当初計画どおり2013年4月をもって終了すべきである

と結論する。今後、表-5に示す提言などを基に、残りのプロジェクト期間中に持続性を高める措置

が必要である。 
 

表－５ 評価5項目による評価結果 

評価項目 評価結果 理 由 

妥当性 高い （＋）インドネシアの開発政策との整合性 
（＋）わが国の対インドネシア援助方針との整合性 
（＋）ターゲットグループや受益者のニーズとの整合性

有効性 高い （＋）プロジェクト目標達成度 

効率性 中程度－高い （＋）アウトプットの発現状況 
（－）プロジェクト前半の投入が不適切であった。 

インパクト 
 

技術面でのイ

ンパクトが見

込まれる。 

上位目標の技術的な達成見込みは高い。 
正のインパクト（経済的/技術的）が期待される。 
現状では負のインパクトはみられない。 

持続性 中程度 （＋）インドネシアの開発政策との整合性 
（＋）C/Pへの技術移転による能力の向上 
（－）実施機関の連携の弱さ 
（－）2013年度のプロジェクト活動予算が未承認 
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第６章 提言 
 
 評価調査団は、評価の結果に基づき、以下を提言する。 
 
６－１ 即時の対応を要する項目 

６－１－１ プロジェクトに対する提言 
 （1）資機材の維持管理体制 

プロジェクトは、インドネシア側C/Pが独力でラボの資機材の運営・維持管理を行えるよう

に、スペアパーツの調達方法や、日本の製造業者とのコンタクト方法を含め、必要な情報を

プロジェクトの終了時までに取りまとめること。 
 

 （2）中間レビュー調査時の提言に対する対応 
プロジェクトは、中間レビュー調査時になされた提言のうち、対応が未了となっている「適

切なミバエの人工飼料の探索」及び「業務従事証明書の発行」についての対応を行うこと。 
 
６－１－２ インドネシア側に対する提言 
 （1）プロジェクト・マネジメント・ユニット（PMU）の検討 

DGH、AAQ、PFIから成るプロジェクト・マネジメント・ユニット（Project Management Unit：
PMU）の組織体制は、中間レビュー調査の提言に対応して見直しがなされている。インドネ

シア側は、プロジェクト活動の円滑な遂行と持続性のために、プロジェクト協力期間の終了

までに、プロジェクト活動に関連するすべての組織が担当する業務内容と責任範囲を明記し

たPMUの組織図作成を行うべきである。これに伴い、インドネシア政府は､農業省大臣による

大臣令を発令し、PMU組織に法的な根拠を与えるべきである。 
また、実施機関の間で定期的な会合を開催し、各組織の役割に対応した活動が適切に行わ

れているか確認を行うべきである。 
 
 （2）技術報告書作成チームの設置 

技術報告書作成活動（試験データに基づく報告書の作成）は2012年12月から実施され、2013
年3月まで行われる予定である。本活動は、これまでのプロジェクト活動の集大成と位置づけ

られるものであり、すべてのプロジェクト関係者が参加し､担当事項についての責任を果たす

ことが望ましい。評価調査団は、PMUに対し、速やかに技術報告書作成チームを組織するこ

とを提言する。チームの中心メンバーは、隔週ベースで技術報告書作成の担当者と定期会合

をもち、進捗の確認を行うこと。 
 
 （3）VHT殺虫技術のマンゴー（ゲドン品種）以外への適用 

VHT殺虫技術を、上位目標に示されるように、他の熱帯果実にも適用し確立するためには、

DGHは、対象の果実を具体的に定め、将来のVHT機器の維持管理予算案も含めた活動計画案

を策定するべきである。 
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 （4）検疫手続きの着実な進捗 
AAQはインドネシアの国際植物保護機関（National Plant Protection Organization：NPPO）と

して、輸出対象国のNPPOとの間で、植物検疫の輸入解禁に必要な協議の実施を促進すべきで

ある。また、同時に、関連組織との間の最新の情報交換を行うべきである。 
 
６－２ プロジェクト期間終了後に対応すべき項目 

６－２－１ インドネシア側に対する提言 
 （1）将来の輸出を想定したマンゴーの品質管理及び食品安全管理 

将来のマンゴーの輸入解禁に備えるために、DGHに対し、栄養障害のない、高品質のマン

ゴーの生産のための指導を、生産者に対して行うことを提言する。DGHは、また、関連する

部署と協働し、輸出対象国の残留農薬（化学物質）の要求・基準を満たせるマンゴーの生産

体制を整えることを提言する。 
 
 （2）C/Pの技術レベルの維持 

DGH、AAQ、PFIは、C/Pがプロジェクトの実施を通じて、日本人専門家から学んださまざ

まな試験のための技能や技術のレベルを維持できるように、プロジェクトのチーフC/Pの指導

の下、C/P間の研修プログラムや技術研究を実施するように提言する。 
 
 （3）殺虫技術の輸出業者へのガイダンス 

DGH、AAQ、PFIは商業目的のVHT技術による殺虫が適切に行われるように、輸出業者の問

い合わせに対応するためのVHT殺虫プロセスの管理・技術ガイドラインを協力して作成する

べきである。 
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第７章 教訓 
 
責任と権限を明確にした実施体制の構築 

本プロジェクトの実施体制として、農業省内のDGH、食用作用総局（Directorate General of Food 
Crops：DGFC）/PFI、AAQという並列関係にある3機関が実施機関であったことから、輸出検疫方

針やC/Pの配置をはじめとするプロジェクトの方針策定において各機関の意見調整に多大な労力

を費やすこととなあった。現場レベルではチーフC/Pを任命し各C/Pの責任所在を明確化すること

で、改善されたが、中央政府レベルでは縦割り行政体制に起因する各機関の調整はプロジェクト

終了まで課題を残すこととなった。このように複数の実施機関によるプロジェクトの実施体制を

構築する際には、実施検討時における各機関の責任と権限を明確にした実施体制の構築と明文化

が重要であり、こうした体制の下で、適時の意志決定が行われ、プロジェクトの活動が円滑に行

えるものと思料する。 
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